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インドでは、電力の安定供給をはじめクリアすべき様々な課題が存在するものの、電気自動車の普及に向けた

機運が急速に高まりつつある。 

 

■2030 年までに全ての新車販売を EV に切り替えることを目標 

深刻化する大気汚染対策や二酸化炭素の排出抑制のため、近年、インド政府は排ガス規制や交

通規制等の対応策を強めつつあり、自動車関連産業を中心に企業は環境規制対応に追われている。

一連の取り組みのなかで、国内外からとりわけ大きな注目を集めているのが、電気自動車（EV）

の推進計画である。 

政府は、2013年に公表した「国家電気自動車計画（NMEM）」に基づいて EVやプラグインハ

イブリッド（PHV）の普及を図っているが、ゴヤル電力相は 2016年 3月に、この流れを一段と

加速させるべく、2030年までに国内で販売される新車を全て EVに切り替える計画を検討してい

ることを表明した。モディ首相も、2017 年 4 月に政府のシンクタンク Niti Aayogの会合で EV

への切り替えを全面的に進める方針を示しており、近く新たな EV 普及計画を公表するとしてい

る。欧州では、フランスやイギリ

スが 2040 年に化石燃料を用いる

自動車の販売の禁止することを表

明しており、アジアでもその流れ

に追随する形で中国やインドネシ

アも EV に全面的にシフトする方

針を打ち出す等、EV 普及を目指

す動きが世界レベルで起こってい

る。しかし、インドでは国内の電

力インフラが依然として整備の途

上にあることを勘案すると、イン

ドにとっては極めて野心的な取り

組みであるといえよう（右表）。 

なお、NMEMは 2020年までに

国内の EV の累計販売台数を 600

～700 万台に増やすことを目標と

しているものの、近年の EV・PHV

の国内販売は年間数万台程度にと

どまっており、目標と実態には大

きなギャップが存在する。そのた

め、2030 年に全ての新車販売を

EV に切り替えるという目標の実現可能性についても懐疑的な見方が強い。しかし、モディ政権

は、これまで高額紙幣の廃止や GST の導入といった大胆な改革を、短期的な経済混乱を辞さな

い姿勢で実施した前例があり、EV 普及に弾みをつけるため、ガソリン車販売規制や EV 生産・

購入への大規模な補助金給付等の思い切った政策対応が採用される可能性もある。インドの乗用

車販売台数は、年間 400 万台とすでに ASEAN5（インドネシア、タイ、フィリピン、マレーシ

ア、ベトナム）における合計販売台数を上回る規模に達しており、今後も中間所得層の拡大に伴
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電気自動車の早期普及を 

目指すインド 

国・地域 目標 目標の根拠

インド
2030年に新車販売を全て電気自動車に切

り替え

ゴヤル電力相の発言、Niti Aayogの会合におけるモ

ディ首相の発言

日本
新車販売におけるＥＶ・ＰＨＶのシェアを

2030年までに2～3割に引き上げ

経済産業省の「EV・PHV ロードマップ検討会報告

書」における目標

中国

2020年までにＥＶの累計販売500万台を達

成(化石燃料車の販売禁止時期については

検討中)

第13次5カ年計画の目標

香港
2020年までに自家用車の3割をＥＶ・ＰＨＶ

に切り替え

「Hong Kong Planning Standards and Guidlines」にお

ける目標

台湾
ＥＶへの切り替えを全面的に進める方針を

発表（具体的な目標については検討中）
2017年11月の頼清徳院長（首相）の発言

韓国 2030年までにＥＶを100万台普及
産業通商資源部の「2030年エネルギー新産業拡大

戦略」における目標

インドネシア 2040年に化石燃料車の販売禁止
ジョナン エネルギー・鉱物資源大臣の発言（今後大

統領令として制定する方針）

マレーシア 2030年までにＥＶを10万台普及
エネルギー・環境技術・水資源省の「国家電気モビ

リティ構想（NEMB）」における目標

シンガポール
2050年までに乗用車の30％をＥＶ・ＰＨＶに

切り替え

国家気候変動事務局（ＮＣＣＳ）の「Ｅ-Mobility

Technology Roadmap」の中位目標

フィリピン
政府目標は存在せず（業界目標は2020年

までに100万台普及）
フィリピン電気自動車連盟（EVAP)の目標

タイ

2022年までに三輪タクシー「トゥクトゥク」を

ＥＶに切り替え、2036年までにＥＶを120万

台普及

エネルギー省「Thailand Integrated Energy Blue

Print」における目標

ベトナム 2020年までにＥＶを3万台普及
天然資源環境省（MONRE）の「国としての適切な緩

和行動（NAMA）」における目標

(出所）各種報道・資料を基に日本総研作成

＜アジア各国のEV・PHV普及に向けた政府目標の設定状況＞
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って中長期的に市場の拡大傾向が続くと見込まれる。そのため、インドにおける EV 普及は、国

内の産業構造だけでなく、中間財や動力源に対するインドの輸入需要の構造変化を通じて各国に

大きな影響を及ぼすインパクトがある。 

 

■安定的な電力の供給体制が整うかが EV 普及のカギ 

EV 普及に向けては、バッテリー技術の向上を通じた航続可能距離の改善、充電インフラ設備

の整備、EV 生産・購入促進に向けた税制・補助金制度の見直し、環境保護に関する消費者の意

識改革等、様々な課題が存在するが、インドにとって最大の課題は電力供給体制の整備である。 

電力省は 2016 年末に公表したエネルギー計画のドラフトで、太陽・風力を中心とした再生可

能エネルギーを活用することにより環境負荷を軽減しつつも今後 10 年程度で電力供給を 2 倍強

に増加する計画を示している（右上図）。ただし、再生可能エネルギーによる発電効率が気象条件

に左右されやすいことや発電設備の設置コストが高いこと等を踏まえると、EV 普及に伴う需要

増加に十分に

対応できる安

定した電力供

給体制が確立

できるかは不

透明である。

そのため、カ

ーシェアリン

グ事業を併せ

て推進し、電

力需要の抑制

を図ることが

極めて重要と

なってくる。

なお、前出のNiti Aayogは 2017年 5月に公表したレ

ポートで、EV とカーシェアリングが共に広く普及す

れば、2030年の自動車による輸送エネルギー需要はこ

れらが普及しなかった場合と比べて 6割程度削減でき

るとの見通しを示している。そのため、これらの普及

が達成されれば、貿易赤字の主因である中東からの鉱

物性燃料の輸入も大幅に減少する見通しである。 

他方、現在インド国内の大手自動車メーカーの EV

の生産体制が極めて初期の段階にあることを踏まえる

と、国内の生産体制が整うまでは、現在 EV の世界生

産・販売の 6 割強を占める中国や米国等からの完成

車・部品の輸入増加により、対中貿易赤字が一段と増加するとともに、対米貿易黒字が減少する

ことになる（右下図）。なお、EVはガソリン車と比べて部品数が少なく参入障壁が低いため、今

後、インドを含む各国で EV 普及に向けた取り組みが加速するとみられる。米中が中心となって

いる現在のグローバルな生産・供給体制の勢力図が急速に塗り替えられる可能性があり、注視す

る必要があろう。 

 

 

＜インドのエネルギー供給計画＞

再生可能

エネル

ギー
14％

石炭

61％

水力

14％

天然ガス

8％ 原子力
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その他

1％

2016年3月

（302ギガワット）

（出所）Ministry of Power

再生可能

エネル

ギー
43％

石炭

39％

水力

11％

天然ガス

5％
原子力

2％

2026年度

（640ギガワット）

中国

40％

米国

25％

ノルウェー

8％

日本

7％

フランス

6％

ドイツ

3％ その他

11％

（出所）IEA  Global EV Outlook 2017

＜ＥＶストック（2016年）＞


